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今回のテーマ：いよいよ始まる個人所得税の確定申告 

納税者の合法的な権益を確実に保護・維持するため、新税制を開始してから初めてとなる個人所得税の

確定申告を円滑に進めるため、税務総局は慎重な調査・論証を経て、国際的なやり方を参考に草案を纏

め、社会に広く意見を求めて修正・完備した上で、「2019 年度個人所得税総合所得の確定申告事項に

関する公告」（国家税務総局公告 2019 年第 44 号）を公表した。 

主な内容： 

 2019 年度確定申告の内容 

税法の規定により、居住者個人（以下、納税者という）は 2019 年 1 月 1 日から 12 月 31 日までの総合所得

（給与・役務報酬・原稿料・特許権使用料）に基づいて当期の納付すべき個人所得税を確定し、既に予納し

た税額を控除して過小納付或は過大納付した税額を申告して、追加納付若しくは税金還付手続きを行う。 

 確定申告が不要となる納税者 

税法の規定により、既に個人所得税を予納し且つ次のいずれかに該当する場合、確定申告が不要となる。 

(一) 確定申告において追加納付する必要があるが、年間総合所得が 12 万元未満。 

(二) 確定申告において追加納付すべき税額が 400 元未満。 

(三) 予納税額と年度確定税額が一致している、若しくは税金還付の申請を行わない。 

 確定申告が必要となる納税者 

次のいずれかに該当する場合、納税者は確定申告を行わなければならない。 

(一) 2019 年度の予納税額が年度確定税額を上回り、税金還付の申請を行う。 

(二) 2019 年度の総合所得収入が 12 万元以上且つ追加納税額が 400 元以上。2 箇所以上から取得する総

合所得があり、合算後に適用される税率が予納税額計算時の税率を上回り、追加納付が必要な場合を

含む。 

 確定申告期間 

2019 年度の確定申告期間は 2020 年 3 月 1 日から 6 月 30 日までである。中国国内にて住所を有しない納

税者が 2020 年 3 月 1 日までに出国する場合、出国前に確定申告を行うことができる。 

 申告方法 

納税者は次の方法で確定申告を行うことができる。 

(一) 自己申告。 

(二) 給与若しくは役務報酬の源泉徴収義務者に確定申告を依頼。 

(三) 税務専門機構或いはその他の単位及び個人（以下、受託者という）による代行申告。なお、受託者は納

税者と必ず授権書を締結しなければならない。 

 確定申告の提出方法 

利便性の観点から、税務機関はオンラインによる申告を納税者に提供する。納税者はオンライン申告（e-Tax）

の場合、優先的に処理される。（個人所得税 APP を含む）。税務機関は納税者に対して、その記入方法を

指導しなければならない。オンライン申告（e-Tax）が不便である場合、郵送若しくは窓口にて申告を行う。 

郵送での提出を選択した場合、勤務先（勤務先がない場合、戸籍所在地或いは通常の居住地）の属する省、

自治区、直轄市、計画単列市の税務局が指定した税務機関宛に郵送しなければならない。 
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 確定申告書の提出先である税務機関 

自己申告若しくは受託者が納税者のために代行申告を行う場合、納税者の勤務先を管轄する主管税務機関

に提出する。勤務先が 2 箇所以上である場合、いずれか 1 箇所を選択して、その主管税務機関に提出する。 

勤務先がない場合、戸籍所在地或いは通常居住地を所轄する主管税務機関に提出することができる。源泉徴

収義務者が代行申告する場合、源泉徴収義務者を管轄する主管税務機関に提出する。 

お見逃しなく 

 税法の規定により、2019 年度に取得した総合所得のみにおける還付税額或いは追加納付税額を確定する。

過年度或いは将来年度の総合所得、財産賃貸などに分類される所得および総合所得に合算しない年一回

性賞与などの所得は含まない。 

 納税者が源泉徴収義務者に代行申告を求める場合、源泉徴収義務者は代行、或いは納税者を指導・補

助してオンライン申告（e-Tax）で確定申告を行わなければならない。（個人所得税 APP を含む）。源泉

徴収義務者が代行する場合、納税者は 2020 年 4 月 30 日までに書面にて代行申告を確認し、2019 年の

その他の総合所得、関連する控除項目、税収優遇などの情報を提供し、その真実性、正確性、完備性の責

任を負わなければならない。 

 源泉徴収義務者或いは受託者（代行者）は確定申告完了後、適時にその結果を納税者に報告しなけれ

ばならない。納税者は、申告情報に誤りがあることを発見した場合、源泉徴収義務者或いは受託者（代行

者）に修正申告を求めるか、或いは自己修正申告を行うことができる。 

 納税者及び確定申告代行者は、確定申告書及び納税者の総合所得収入、控除項目、税金納付及び税

収優遇などの関連資料を、確定申告完了日から 5 年間保管しなければならない。 
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